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ゼロカーボンシティを地域の稼ぎと
地域発展につなげるために

（一社）太陽光発電協会 第38回太陽光発電シンポジウム
セッション３／ゼロカーボンシティと地域脱炭素化に向けて
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再エネ開発において「地域」の役割が重要に

環境省資料より抜粋



2環境省資料より抜粋
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再エネ開発における「地域」の役割が重要に

環境省資料より抜粋
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地域脱炭素事業の地域にとってのメリット

〇地域が他のまちづくり事業とくらべて比較的
手堅く「地域の稼ぎ」を生む可能性（次項）
※ただし地域主体が条件

〇地域課題の同時解決ができる可能性
✓レジリエンス
✓ゼロカーボンシティのブランディング など
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再エネ開発は、比較的手堅い「まちづくり事業」

環境省資料より



事例紹介：地域課題解決型メガソーラー

イノシシによる獣害が発生していた手つかずの遊休地（宮津市）
にメガソーラーを設置 ⇒ 獣害を防止

出典：オムロンフィールドエンジニアリングHPより

地域の満足度が次のプロジェクトに
（地元の要請により、閉鎖された市内スキー場跡地に新たな太陽光発電）

・地元企業の金下建設
・オムロンフィールドエンジニアリング
・京セラ
によるSPC。金下建設が62%所有
※地域金融機関が融資
※用地取得に自治会が強力なサポート
※自治体がコーディネート

事業説明会では拍手（！）も



一方で・・・これまでのメガソーラー開発

固定価格買取制度導入後のメガソーラー事業者の地域性（櫻井あかね氏：2018）より抜粋

〇地域共生や地域経済循環のためには、地域主体（※）での
再エネ開発が望ましい。
※所有、意思決定、便益の分配が地域

〇一方、現実には、地域外の大企業による再エネ開発が多く

（容量ベースで８割）を占める（大規模な開発はより顕著）。

→ 再エネ開発の利益は地域外に流れる現状
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地域との共生が課題

再生可能エネルギー開発においては、地域との共生が課題

塀・柵が未設置生活道路の間近に大規模
太陽光発電が設置

歴史的文化財の背景に
太陽光パネルが設置

経済産業省資料より抜粋
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再エネの地域との調和を求める条例等

経済産業省資料より抜粋

経産省資料より抜粋
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スタバの電力調達：地産貢献する電力を選択

（2021.5.18 プレス抜粋）
スターバックスコーヒージャパン株式会社は、店舗で使用する
電力をCO2排出量ゼロの100％再生可能エネルギーへ切り替えを
進めております。北海道、東北、沖縄を除く、路面の
直営店301店舗で2021年4月末までに切り替えが完了し、
10月末には北海道、東北、沖縄を含めた約350店舗へ広がります。

今回の切り替えにおいても、電力の供給先の選定では、「地域の電力を、地域の店舗
で」循環できることを意識しております。具体的には、環境に配慮した発電方法であ
ること、また地域の雇用の創出や、地域課題の解決につながる活動を実施している電
力を取り入れることとしています。

（略）農業と自然エネルギー発電を同時に実現し、休耕地削減になるソーラーシェア
リングや未利用の間伐材などを活用して地域の森林を豊かにする発電、災害時に非常
用電源として活用できる仕組みを備えたものや地域の学校に還元、活用されていくな
ど地域貢献につながる電力を選定し、購入しております。
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富士通の電力調達：地産貢献する電力を選択

富士通 再生可能エネルギー調達原則

必須要件
・RE 100活動で報告できる再生可能エネルギーであること
✓電源は、太陽光、風力、地熱、バイオガス、小型水力等とする
✓環境価値（電力属性）は追跡・確認が可能であること
✓環境価値が二重計上されていないこと

例）再エネ電力の環境価値の償却は公の機関のシステムを通じて行われている、など

推奨要件
・使用電力と環境価値が組み合わされた電力であること
✓系統電力と環境価値証明がセットになっている電力であること（同一系統内で発電された再エネ）
✓同時同量の実現、電力消費と環境価値の発生時期のズレができるだけ小さいこと（一年以内など）

・地域社会に貢献できるような再エネ電源を選択すること
✓例えば、使用する電力の再エネ電源を立地する地域の電力網から選択することにより、
電力の地産地消を可能とする
あるいは、再エネ電力の拡大に努めている発電事業者を支援する、など

・比較的、新規設備からの調達を優先することで、再エネ電力の拡大に貢献できること
✓新規プロジェクトの組成を促進し、そこから購入することにより、社会全体における再エネ
電力の容量増加に貢献する

・地域が賛同して開発・建設した発電設備であること

富士通ｳｪﾌﾞｻｲﾄより：https://www.fujitsu.com/jp/about/environment/renewable-energy/



「地域の担い手」の存在が重要

・地域共生再エネ開発
・地域再エネを地域需要家に供給

・オンサイトPPA等による
レジリエンス向上 etc…

自治体

・ゼロカーボン宣言
・地域再エネ計画策定
・ゾーニング
etc…

地域での担い手

（地域再エネ事業者、
地域新電力等）

地域経済循環・地域脱炭素へ
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（参考）地域の担い手が地域を変えて日本を変える

〇アーヘン（ドイツ）の都市公社が実施した
「アーヘンモデル」はドイツの、そして世界のFITに

※アーヘン市では、1995年に条例により電気料金を１％値上げし、それを原資に、
アーヘンの都市公社が固定価格で再エネ電気を買い取った。
「アーヘンモデル」と呼ばれたこのモデルは、FITの原型となったと言われている。

地域の担い手が地域を、日本を変える可能性



ご清聴ありがとうございました
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・「日経エネルギーNext」「環境ビジネスオンライン」などで再エネや地域新電力のコラムを
掲載中です。ご興味あればぜひ。

ゼロカーボンシティを地域の稼ぎと
地域発展につなげるために

〇地域ニーズを踏まえた地域の担い手による再エネ開発
⇒ 地域共生＆地域で資金が循環

〇そのためには地域人材によるノウハウ蓄積が重要
⇒ 地域内外の企業等との連携によりノウハウ蓄積

〇地域再エネを地域が選ぶ好循環を（地域新電力等で）

稲垣憲治 k.inagaki@localgood.or.jp



（参考資料）
一般社団法人ローカルグッド創成支援機構

の取組紹介
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（一社）ローカルグッド創成支援機構 会員（2021年10月末時点： 34社）

・地域新電力・自治体中心
・日本最大の地域新電力団体
（地域新電力18社）

埼玉県北本市



Copyright © (一社)ローカルグッド創成支援機構. All Rights Reserved. 19

ローカルグッド取組紹介（地域新電力関係）

■ Share：重たい物はシェアしましょう

①システムのシェア(需給管理、顧客管理、料金計算、発電予測)

②専門的な顧問弁護士のシェア
③電気のシェア
(電力融通、共同調達、非FIT再エネ共同開発)

※その他 RE100事業者への共同提案 等

■ Open：ブラックボックスは無くしましょう

①ノウハウの提供・共有(事業戦略・実務、需給管理等)
※未経験でも3週間のトレーニングで需給管理をマスター

■ DIT(Do It Together)：共に作り上げましょう

①課題や解決策の共有（リスクヘッジ取組等の共有）
②勉強会での審議会情報、業界トピック共有
③容量市場への共同入札（廃棄物発電等）

行政・地域企業・大学

システム 専門人材
（弁護士など）

電源

ローカルグッド

地域新電力

シェア

地域新電力

シェア

地域新電力

シェア

・・・・

ノウハウの共有

・再エネ開発
・省エネ事業
・地域課題解決

・まちづくり

出資・連携

利益
還元

ノウハウ

ローカルグッドが支援

→ ノウハウ共有により、ノウハウを地域化（自立した地域発展）


